
令和５年度　景気動向アンケート調査集計（R５年１０月～１２月）

１．調査の概要

２．調査結果①…景況感に関する項目（問１～問５）

問 かなり増加 やや増加 不変 やや減少 かなり減少 D.I

①売上高 2 50 33 26 13 10%

②仕入単価 37 52 28 0 0 76%

③採算 1 34 41 33 16 -11%

④資金繰り 4 19 69 16 15 -7%

⑤業界の業況 2 30 40 37 15 -16%

☑

☑

☑ D.I.値の分析においては、業界の業況が-16％と厳しい状況が続いている。

42％の事業者で売上は増加したが、仕入単価が増加したとの回答が76％にのぼり、会員事業者も物価高の影響を
大きく受けていることが見込まれる。仕入単価が減少した事業者は0％となった。

また、採算においては、いずれも減少または不変の事業者が72％、資金繰りにおいては81％となっており、全体的に
まだまだ業況は回復基調にあるとはいえない状況となっている。

調査目的 ： 第３期春日市商工会経営発達支援計画（令和５年３月認定）に基づき、会員事業者の景気動向

を調査し、地域中小企業の状況を的確に把握した効果的な経営支援を実施すること、また、地

域ニーズに応じた地域活性化事業検討の参考とすることを目的とする。

調査方法 ： 連絡手段がメールとＦＡＸで登録されている会員事業者を対象に調査を依頼。

実施期間 ： 令和６年２月１日～令和６年２月１９日

回 答 数 ： １２５事業者
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【D.I】

企業の業況感などの判断を指数化したもの。各設問につき５個の選択肢

を用意し、選択肢毎の回答者数を集計し、全回答者数に対する構成比を

算出した後、次式により算出する。

D.I＝「選択肢（かなり増加）の構成比＋選択肢（やや増加）の構成比」－

「選択肢（やや減少）の構成比＋選択肢（かなり減少）の構成比」
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２．調査結果②…経営課題に関する項目（問６）

☑

☑

前回のアンケート結果と同様に、1位のみの回答数、全体の回答数いずれにおいても「人材の確保・育成・定着」が最
も多い経営課題とっており、会員事業者においても人手不足が顕著な状況となっている。

1位のみの回答数、全体の回答数で2位以下の順位は異なるものの、「人材の確保・育成・定着」「マーケティング・販
路開拓」「原材料価格の上昇」「販売価格の値上げ」「商品・サービスの改善・高付加価値化」が上位を占めており、人
手不足に加え、物価高等の影響への対応、マーケティング・販路開拓への取組が共通課題となっていることが想定さ
れる。
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